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１．背景、目的

その 8 では、フィリピンの基準（NSCP2010）における

固有周期の算出方法に着目し、日本の計算方法と比較を

行うことで、その傾向を把握した。尚、本文中の「本建

物」とは「その 1」で述べられている与条件に基づく想定

建物である。

２．固有周期の算出方法

（１）方法Ａ：ラーメン構造

NSCP2010 の 208.5.2.2 に、大きく分けて２つの固有周

期算出方法が提示されている。１つ目の方法Ａは略算法、

２つ目の方法Ｂは精算法と位置づけられる。まず、方法

Ａでは、以下の式が用いられる。

Tf：フィリピン基準により算出される固有周期 (s)

Ct：構造形式により決まる係数。RC ラーメン構造では 0.0731

hn：建物高さ (m)

この略算式の根拠となると考えられる資料 1）によると、

この式はベースシヤ係数を設計の初期段階でも算出でき

るように、建物の構造形式と外形寸法のみで固有周期の

値を得ることができるようになっている。ただし、ベー

スシヤ係数が実際よりも小さく算出されることが無いよ

うに、実際よりも短い固有周期が算出されるよう調整さ

れている。サンフェルナンド地震時の建物挙動とこの略

算式との関係性について図 1 に示す（単位はフィート）。

また参考のために式 (1)と日本の固有周期略算法

Tj=(0.02+0.01α)hn の結果とを比較したグラフを図 2 に示

す。グラフより、フィリピンと日本の値は同様の傾向を

示しているが、全般的に同じ建物高さに対してフィリピ

ンの略算法の値の方が長く算出され、最大で 0.37 秒の差

がある。

図 1 建物高さと固有周期との関係

図 2 略算法による固有周期の比較

（２）方法Ａ：耐震壁付ラーメン構造

次に、耐震壁が存在する場合には、式(1)の Ct の値を、

下記式で求めることになっている。

ΣAe：水平力方向の 1 階耐震壁の断面積 (㎡)

De：1 階の水平力方向の耐震壁長さ (m)

※ただし、De/hn≦0.9

上式の De と Ae の値が固有周期に及ぼす影響について確

認したのが、図 3 である。建物高さは hn=15.5m とし、壁
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厚が一定であると仮定して Ae=De×t として(2)式の Ct を

算出し、(1)式でラーメン構造の場合と比較して小さいほ

うの値を採用して記載している。また同条件の日本の略

算式の値 Tj も記載している。これより、フィリピンの固

有周期の算出においては、１階の耐震要素の量がある程

度増えると Tf の値が小さくなるが、よほど耐震要素の面

積が大きくならない限り日本の略算式の値よりも小さく

なることはないことが分かる。

図 3 耐震壁のある場合の固有周期

（３）方法Ｂ

次に精算法である方法Ｂでは、レイリーの方法から誘

導される 2)以下の式より固有周期を算出する方法が定めら

れている。
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wi：i 階の地震用固定荷重

fi：i 階に作用する水平力

δi：fi が作用したときの弾性変形

この計算は通常、数値解析等により算出された変形の

値δi を用いるが、設計者の判断で非構造部材とされた要

素がモデルから省略され、実際よりも剛性が低く算出さ

れる場合も考えられる。そのためこの計算結果は、地域 4

では方法Ａの 1.3 倍以下、地域 2 では 1.4 以下とすること

が定められており、モデルの精度によって固有周期やベ

ースシヤ係数が大きく変動することを抑制している。尚、

本比較設計では方法Ｂの値が用いられている（その 4)。

３．固有周期とベースシヤ係数との関係

最後に、算出された固有周期 T とベースシヤ係数 C と

の関係について考察する。ベースシヤ係数の算出方法に

ついては「その 2」で確認されている通りであり、R ファ

クター=1 として地盤種別毎に算出したものが図４である。

またこの図に日本の C=Ai・Co・Z・Rt（Ai=1.0、Co=1.0、

Z=1.0）の結果を重ねると、顕著な違いとしては、日本の

計算式では、急激なベースシヤ係数の変動を避けるため

に直線と曲線とを放物線でつなぐ式 3)となっているが、フ

ィリピンの式ではこの放物線がないために、固有周期の

算出方法の違いによりベースシヤ係数が大きく異なるこ

とがある。例えば地域 4 では、方法ＡとＢの違いによっ

てベースシヤ係数の差が最大 1.3 倍になる可能性もある。

図 4 ベースシヤ係数と固有周期との関係

尚、比較設計においては日本とフィリピンの略算式で

算出される固有周期自体に差があることにも注意が必要

である。
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